
第51回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

　

2023年6月29日 (木曜日)
午前10時

沖縄県那覇市旭町114番地4
おきでん那覇ビル
(おきでんふれあいホール)

第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役11名選任の件
第３号議案　監査役３名選任の件

(証券コード：9511)

議決権行使期限
2023年６月28日 (水曜日) 午後５時まで

ライブ配信のご案内

開催日時

開催場所

決議事項
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証券コード 9511
2023年６月７日

（電子提供措置の開始日2023年６月１日）
株 主 各 位

沖縄県浦添市牧港五丁目２番１号

沖 縄 電 力 株 式 会 社
代表取締役会長 大 嶺 滿

第51回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第51回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第51回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.okiden.co.jp/ir/share/shr_meeting.html

また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しております。以下の東
証ウェブサイトにアクセスのうえ、「銘柄名(会社名)」に『沖縄電力』または「コード」に
『9511』(半角)を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」の順に選択して、ご確認いた
だけます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

以下のいずれかの方法によって事前に議決権を行使することができますので、お手数ながら後記
の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

〔郵送による議決権行使の場合〕
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月28日（水曜日）

午後５時までに到着するようご返送ください。
〔インターネット等による議決権行使の場合〕
４ページの「インターネット等による議決権行使のご案内」をご参照のうえ、2023年６月28日

（水曜日）午後５時までに、議案に対する賛否をご入力ください。
敬 具



― 2 ―

記

１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時

２．場 所 沖縄県那覇市旭町114番地４
おきでん那覇ビル（おきでんふれあいホール）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第51期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第51期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件

４．株主総会招集にあたっての取締役会のその他決定事項等
（1）議決権行使書用紙による方法とインターネットにより重複して議決権を行使した場合は、

インターネットによる議決権行使を有効なものとさせていただきます。
（2）インターネットで複数回数、議決権を行使した場合は、最後の行使を有効なものとさせて

いただきます。
（3）株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総

会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面の提出が必要となり
ますのでご了承ください。

（4）議決権行使書用紙において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたも
のとして取り扱わせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。なお、株主ではない代理人や同伴の方など、本総会における議決権をお持ちでない方はご入場いただ
けませんので、ご注意ください。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
・書面交付請求された株主さまへご送付している書面には、法令および定款第15条の規定に基づき、以下の事項
を記載しておりません。したがいまして、当該書面は監査役および会計監査人が各監査報告を作成するに際し
て監査をした対象の一部であります。
①事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」
②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」
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議決権の事前行使についてのご案内
議決権は、郵送またはインターネット等により事前行使することができ
ますので、ご利用ください。

郵送で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のう
え、行使期限までに到着するようご返送ください。
行使期限 2023年６月28日（水曜日）午後５時到着分まで

インターネット等で議決権を行使される場合
４ページの「インターネット等による議決権行使のご案内」
をご参照のうえ、行使期限までに議案に対する賛否をご入
力ください。
行使期限 2023年６月28日（水曜日）午後５時まで
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議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

 議決権行使サイトへアクセス

 ログインする
お手元の議決権行使書用紙に記載された

および を入力し、
をクリック

 仮パスワードによるログインの際には、自動的に
パスワード変更お手続き画面になります。

　

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

ログインID・仮パスワードを入力する方法 QRコードを読み取る方法

議決権行使サイト https://evote.tr.mufg.jp/

１ 議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読み取って
ください。

２ 以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

アクセス手順について

以降は画面の入力案内に従って賛否をご入力ください。

■１

■２

「ログインID」 「仮パスワード」
「ログイン」

■３

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時～午後9時）

インターネット等による議決権行使のご案内
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
当年度収支において、燃料価格高騰に伴う燃料費等の増加を電灯電力料に十分に反映できない

部分があったことにより、459億円の当期純損失となったことから、別途積立金を以下のとおり
取り崩すこととさせて頂きたいと存じます。

（1）増加する剰余金の項目とその額
繰越利益剰余金 46,000,000,000円

（2）減少する剰余金の項目とその額
別途積立金 46,000,000,000円
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第２号議案 取締役11名選任の件
取締役全員（12名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締

役11名の選任をお願いするものであります。なお、本議案をご承認いただくと、当社の取締役
は１名減員し、11名となります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 地 位 取 締 役 会 へ の

出 席 状 況

1
おお みね みつる

大 嶺 滿 代表取締役会長 20回／21回（ 95％） 再 任 男 性

2
もと なが ひろ ゆき

本 永 浩 之 代表取締役社長
社 長 執 行 役 員 21回／21回（100％） 再 任 男 性

3
なり そこ はや と

成 底 勇 人 取 締 役
専 務 執 行 役 員 21回／21回（100％） 再 任 男 性

4
よこ だ てつ

横 田 哲 取 締 役
常 務 執 行 役 員 21回／21回（100％） 再 任 男 性

5
うえ ま じゅん

上 間 淳 取 締 役
執 行 役 員 21回／21回（100％） 再 任 男 性

6
なか むら なお まさ

仲 村 直 将 取 締 役
執 行 役 員 21回／21回（100％） 再 任 男 性

7
なか ほど ひらく

仲 程 拓 取 締 役
執 行 役 員 21回／21回（100％） 再 任 男 性

8
よ ぎ たつ き

与 儀 達 樹 社 外 取 締 役 21回／21回（100％） 再 任 社 外
独立役員 男 性

9
の ざき せい こ

野 崎 聖 子 社 外 取 締 役 20回／21回（ 95％） 再 任 社 外
独立役員 女 性

10
なが みね とよ ゆき

長 峯 豊 之 ― ― 新 任 社 外
独立役員 男 性

11
たま き え み

玉 城 絵 美 ― ― 新 任 社 外
独立役員 女 性
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１．
おお みね みつる

大嶺 滿 （1955年８月31日生） 再 任 男 性

所有する当社
の株式の数 45,874株

略歴、当社における地位および担当
1980年 ４月 当社入社
2003年 ６月 当社経理部長
2005年 ６月 当社取締役経理部長
2008年 ６月 当社取締役（企画本部副本部長、企画部・経理部担当）
2009年 ６月 当社常務取締役（企画本部長、資材部・東京支社担当）
2011年 ６月 当社代表取締役副社長（企画本部長、ＣＳＲ・内部監査室・資材部担当）
2013年 ４月 当社代表取締役社長（企画本部長、ＣＳＲ・内部監査室・資材部担当）
2013年 ６月 当社代表取締役社長
2019年 ４月 当社代表取締役会長（現在に至る）
重要な兼職の状況 一般財団法人南西地域産業活性化センター会長

【取締役候補者とした理由】
大嶺滿氏は、企画部門、経理部門、ＣＳＲ等の重要な役職を歴任し、豊富な専門分野に関する知見を有しておりま
す。2013年に当社代表取締役社長、2019年に当社代表取締役会長に就任し、取締役会の議長としてコーポレート・
ガバナンスの更なる向上に努めております。取締役としての経歴や実績については申し分なく、人格、識見ともに高
く、当社グループの更なる発展に貢献することが期待できることから、取締役候補者としております。

２．
もと なが ひろ ゆき

本永 浩之 （1963年９月22日生） 再 任 男 性

所有する当社
の株式の数 40,185株

略歴、当社における地位および担当
1988年 ４月 当社入社
2011年 ７月 当社企画本部企画部部長
2013年 ６月 当社取締役総務部長
2015年 ６月 当社代表取締役副社長（お客さま本部長、ＣＳＲ・内部監査室・総務部・東京支社担当）
2016年 ４月 当社代表取締役副社長（お客さま本部長、ＣＳＲ・内部監査室・総務部・支店・東京支社担当）
2016年 ６月 当社代表取締役副社長（お客さま本部長、ＣＳＲ・内部監査室・支店・東京支社担当）
2017年 ６月 当社代表取締役副社長（企画本部長、ＣＳＲ・東京支社担当）
2019年 ４月 当社代表取締役社長（企画本部長、ＣＳＲ・東京支社担当）
2019年 ６月 当社代表取締役社長（お客さま本部長）
2019年 ７月 当社代表取締役社長（販売本部長）
2020年 ４月 当社代表取締役社長
2021年 ６月 当社代表取締役社長社長執行役員（現在に至る）
重要な兼職の状況 なし

【取締役候補者とした理由】
本永浩之氏は、企画部門、総務部門、販売部門、ＣＳＲ等の重要な役職を歴任し、豊富な専門分野に関する知見を有
しております。2015年に当社代表取締役副社長に、2019年に当社代表取締役社長に就任し、最高経営責任者として
企業価値の向上に努めております。取締役としての経歴や実績については申し分なく、人格、識見ともに高く、当社
グループの更なる発展に貢献することが期待できることから、取締役候補者としております。
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３．
なり そこ はや と

成底 勇人 （1963年10月31日生） 再 任 男 性

所有する当社
の株式の数 49,766株

略歴、当社における地位および担当
1987年 ４月 当社入社
2013年 ７月 当社企画本部企画部部長
2015年 ６月 当社理事総務部長
2016年 ６月 当社取締役総務部長
2019年 ６月 当社常務取締役（企画本部長、お客さま本部副本部長、ＣＳＲ・総務部担当）
2019年 ７月 当社常務取締役（企画本部長、販売本部副本部長、ＣＳＲ・総務部担当）
2020年 ４月 当社常務取締役（企画本部長、販売本部長、ＣＳＲ・総務部担当）
2020年 ７月 当社常務取締役（企画本部長、販売本部長、ＣＳＲ・総務部・戦略推進室担当）
2021年 ６月 当社取締役専務執行役員（企画本部長、販売本部長、CSR・総務部・戦略推進室担当）
2022年 ７月 当社取締役専務執行役員（販売本部長、CSR・総務部担当）（現在に至る）
重要な兼職の状況 沖縄新エネ開発株式会社代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
成底勇人氏は、企画部門、総務部門、販売部門、ＣＳＲ等の重要な役職を歴任し、豊富な専門分野に関する知見を有
しております。2016年に当社取締役に就任し、取締役としての経歴や実績については申し分なく、人格、識見とも
に高く、重要な意思決定を行うことにより当社グループの更なる発展に貢献することが期待できることから、取締役
候補者としております。

４．
よこ だ てつ

横田 哲 （1967年５月２日生） 再 任 男 性

所有する当社
の株式の数 11,252株

略歴、当社における地位および担当
1991年 ４月 当社入社
2014年 ７月 当社電力本部電力流通部部長
2015年 ６月 当社電力本部理事電力流通部長（電力本部副本部長）
2016年 ４月 当社送配電本部理事電力流通部長（送配電本部副本部長）
2016年 ６月 当社取締役送配電本部電力流通部長（送配電本部長）
2019年 ６月 当社取締役（送配電本部長、用地部担当）
2020年 ６月 当社常務取締役（IT推進本部長、送配電本部長、用地部担当）
2021年 ６月 当社取締役常務執行役員（IT推進本部長、送配電本部長、離島カンパニー社長、用地部担当）
2022年 ６月 当社取締役常務執行役員（送配電本部長、離島カンパニー社長）（現在に至る）
重要な兼職の状況 なし

【取締役候補者とした理由】
横田哲氏は、IT事業部門、送配電部門、離島事業部門等の重要な役職を歴任し、豊富な専門分野に関する知見を有し
ております。2016年に当社取締役に就任し、取締役としての経歴や実績については申し分なく、人格、識見ともに
高く、重要な意思決定を行うことにより当社グループの更なる発展に貢献することが期待できることから、取締役候
補者としております。
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５．
うえ ま じゅん

上間 淳 （1967年12月28日生） 再 任 男 性

所有する当社
の株式の数 8,023株

略歴、当社における地位および担当
1992年 ４月 当社入社
2015年 ７月 当社企画本部企画部部長
2017年 ７月 当社企画本部企画部長
2019年 ６月 当社取締役企画本部企画部長（企画本部副本部長）
2021年 ６月 当社取締役執行役員企画本部企画部長（企画本部副本部長、東京支社担当）
2022年 ６月 当社取締役執行役員（東京支社担当）
2022年 ７月 当社取締役執行役員（経営戦略本部長、東京支社担当）（現在に至る）

重要な兼職の状況 なし

【取締役候補者とした理由】
上間淳氏は、経営戦略部門（企画部門、デジタルイノベーション部門）の重要な役職を歴任し、豊富な専門分野に関
する知見を有しております。2019年に当社取締役に就任し、取締役としての経歴や実績については申し分なく、人
格、識見ともに高く、重要な意思決定を行うことにより当社グループの更なる発展に貢献することが期待できること
から、取締役候補者としております。

６．
なか むら なお まさ

仲村 直将 （1969年２月６日生） 再 任 男 性

所有する当社
の株式の数 13,880株

略歴、当社における地位および担当
1992年 ４月 当社入社
2015年 ６月 当社経理部長
2019年 ６月 当社取締役経理部長
2021年 ６月 当社取締役執行役員経理部長（資材部担当）
2022年 ６月 当社取締役執行役員（経理部・資材部担当）
2022年 ７月 当社取締役執行役員（グループ事業推進本部長、経理部・資材部担当）（現在に至る）

重要な兼職の状況 なし

【取締役候補者とした理由】
仲村直将氏は、経理部門、グループ事業推進部門、資材部門の重要な役職を歴任し、豊富な専門分野に関する知見を
有しております。2019年に当社取締役に就任し、取締役としての経歴や実績については申し分なく、人格、識見と
もに高く、重要な意思決定を行うことにより当社グループの更なる発展に貢献することが期待できることから、取締
役候補者としております。



― 10 ―

７．
なか ほど ひらく

仲程 拓 （1966年９月23日生） 再 任 男 性

所有する当社
の株式の数 10,200株

略歴、当社における地位および担当
1992年 ４月 当社入社
2017年 ７月 当社発電本部発電部部長
2019年 ６月 当社発電本部理事発電部長（発電本部副本部長）
2020年 ６月 当社取締役発電本部発電部長（発電本部副本部長）
2021年 ６月 当社取締役執行役員発電本部発電部長（発電本部長、環境部担当）
2021年 ７月 当社取締役執行役員発電本部発電部長（発電本部長、カーボンニュートラル推進本部副本部長、環境部担当）
2022年 ６月 当社取締役執行役員（発電本部長、カーボンニュートラル推進本部副本部長）（現在に至る）

重要な兼職の状況 株式会社おきでんCplusC代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
仲程拓氏は、発電部門、環境部門の重要な役職を歴任し、豊富な専門分野に関する知見を有しております。2020年
に当社取締役に就任し、取締役としての経歴や実績については申し分なく、人格、識見ともに高く、重要な意思決定
を行うことにより当社グループの更なる発展に貢献することが期待できることから、取締役候補者としております。

８．
よ ぎ たつ き

与儀 達樹 （1965年３月19日生） 再 任 社 外
独立役員 男 性

所有する当社
の株式の数 6,140株

略歴、当社における地位および担当
1989年４月 大同火災海上保険株式会社入社
2015年６月 同社取締役業務部長
2016年６月 同社取締役営業企画推進部長
2017年６月 同社常務取締役
2018年６月 同社代表取締役社長（現在に至る）
2019年６月 当社社外取締役（現在に至る）

重要な兼職の状況 大同火災海上保険株式会社代表取締役社長

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
与儀達樹氏は、大同火災海上保険株式会社の代表取締役社長であり、保険事業を通して、地域経済の発展に密接に関
わるとともに、インフラ事業を営む当社とリスク管理の観点からも事業の方向性を共有できる企業の経営者でありま
す。人格、識見ともに高く、保険業界で培った豊富な経験から様々なアドバイス、意見が期待できることから、社外
取締役候補者としております。また、同氏が選任された場合は、人事・報酬委員会の委員として当社の役員候補者の
選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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９．
の ざき せい こ

野崎 聖子 （1974年２月25日生） 再 任 社 外
独立役員 女 性

所有する当社
の株式の数 3,020株

略歴、当社における地位および担当
2002年 10月 森・濱田松本法律事務所入所（2006年７月まで）
2006年 ９月 宮﨑法律事務所（現弁護士法人那覇綜合）入所（2012年12月まで）
2013年 １月 うむやす法律事務所（現うむやす法律会計事務所）代表（現在に至る）
2015年 ５月 株式会社サンエー社外取締役
2017年 ５月 同社社外取締役（監査等委員）（現在に至る）
2019年 ６月 当社社外取締役（現在に至る）

重要な兼職の状況 弁護士（うむやす法律会計事務所代表）
株式会社サンエー社外取締役（監査等委員）

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
野崎聖子氏は、弁護士資格を有しております。社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありま
せんが、会社法をはじめ企業法務に精通するなど、その専門的な知識は当社事業運営に有益であると考えておりま
す。人格、識見ともに高く、豊富な実務経験から様々なアドバイス、意見が期待できることから、社外取締役候補者
としております。また、同氏が選任された場合は、人事・報酬委員会の委員として当社の役員候補者の選定や役員報
酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

10．
なが みね とよ ゆき

長峯 豊之 （1955年９月10日生） 新 任 社 外
独立役員 男 性

所有する当社
の株式の数 0株

略歴、当社における地位および担当
1980年 ４月 全日本空輸株式会社入社
2013年 4 月 同社取締役人事部・勤労部担当 （2014年３月まで）
2015年 ６月 ANAホールディングス株式会社取締役執行役員
2016年 4 月 同社取締役常務執行役員
2017年 4 月 同社代表取締役副社長執行役員
2020年 4 月 同社常勤顧問
2020年 6 月 同社常勤監査役
2022年 6 月 同社常勤顧問 （2023年3月まで）
2023年 4 月 株式会社ANA総合研究所顧問（現在に至る）
重要な兼職の状況 株式会社ANA総合研究所顧問

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
長峯豊之氏は、ANAホールディングス株式会社の代表取締役副社長などを歴任し、航空業界における安全文化の醸
成や、グループ経営戦略に関する豊富な知識・経験を有しております。また、株式会社ANA総合研究所の顧問であ
り、地域活性化事業や地域貢献など、当社と方向性を同じくする企業の経営者であります。人格、識見ともに高く、
その豊かな経験やグローバルな視点から様々なアドバイス、意見が期待できることから、社外取締役候補者としてお
ります。また、同氏が選任された場合は、人事・報酬委員会の委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決
定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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11．
たま き え み

玉城 絵美 （1984年１月20日生） 新 任 社 外
独立役員 女 性

所有する当社
の株式の数 0株

略歴、当社における地位および担当
2011年 12月 東京大学大学院総合文化研究科 特任研究員（2013年３月まで）
2012年 7 月 H２L株式会社代表取締役 （2013年３月まで）
2013年 4 月 早稲田大学人間科学学術院人間情報科学科助教 （2017年３月まで）
2015年10月 国立研究開発法人科学技術振興機構さきがけ研究員 （2019年３月まで）
2017年 4 月 早稲田大学創造理工学研究科准教授 （2021年３月まで）

早稲田大学人間科学部非常勤講師 （現在に至る）
2021年 3 月 H２L株式会社代表取締役 （現在に至る）
2021年 4 月 早稲田大学理工学術院非常勤講師（現在に至る）

琉球大学工学部教授（現在に至る）
2023年 4 月 東京大学大学院工学系研究科特定客員大講座特定客員教授 （現在に至る）
重要な兼職の状況 Ｈ２Ｌ株式会社代表取締役、琉球大学工学部教授

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
玉城絵美氏は、H２L株式会社の代表取締役であり、また琉球大学工学部の教授であります。独自のアイデアや企業
経営のノウハウ、豊富な学識経験を有しております。また、人格、識見ともに高く、豊富な経験から様々なアドバイ
ス、意見が期待できることから、社外取締役候補者としております。また、同氏が選任された場合は、人事・報酬委
員会の委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定で
す。
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（注）１．大嶺滿氏は、一般財団法人南西地域産業活性化センターの会長であります。当社は同一般財団法人と
の間にエネルギー関連研究の委託、諸会費の支払い等についての取引関係があります。

２．成底勇人氏は、当社の連結子会社である沖縄新エネ開発株式会社の代表取締役社長であります。当社
は同社と卸電力に関する取引があります。また、当社は同社の金融機関からの借入金に対する債務保
証予約を行っております。なお、同氏は、2023年6月14日開催の同社株主総会終結の時をもって同社
代表取締役社長を退任し、取締役会長に就任予定であります。

３．仲程拓氏は、当社の非連結子会社である株式会社おきでんCplusCの代表取締役社長であります。当
社は、同社へ金銭消費貸借契約により融資を実行しております。

４．与儀達樹氏は、大同火災海上保険株式会社の代表取締役社長であります。当社は同社との間に保険料
等に係る取引関係がありますが、その取引額は同社の売上高の１％未満であります。また、当社は同
社の株式を保有しておりますが、その保有割合は3.1％であります。

５．その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
６．横田哲氏は、2023年６月に当社の非連結子会社であるシードおきなわ合同会社の最高経営責任者社

長に就任予定であります。
７．与儀達樹氏、野崎聖子氏、長峯豊之氏および玉城絵美氏は、社外取締役候補者であります。
８．与儀達樹氏および野崎聖子氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時を

もって、いずれも４年となります。
９．当社は、与儀達樹氏および野崎聖子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条

第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しており、各氏が選任された場合、各氏との当該契約を継続する予定であります。
また、長峯豊之氏および玉城絵美氏が選任された場合、当社は各氏との間で同様の責任限定契約を締
結する予定であります。

10．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、当社取締役を含む被保険者が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を填補
することとしております（ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定の
免責事由があります）。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者とな
ります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

11．当社は、与儀達樹氏、野崎聖子氏、長峯豊之氏および玉城絵美氏を東京証券取引所および福岡証券取
引所の定めに基づく独立役員として指定し、各取引所に届け出ております。
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第３号議案 監査役３名選任の件
監査役阿波連光、金城盛彦および古荘みわの３氏は、本総会終結の時をもって任期満了となり

ます。また、監査役小橋川健二氏は、本総会終結の時をもって辞任いたします。
つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。
本議案をご承認いただくと、当社の監査役は１名減員し、４名（うち独立性を有する社外監査

役３名）となりますが、当社の監査体制の現況に鑑み、監査体制の実効性は引き続き十分確保さ
れるものと判断しております。
なお、本議案につきましては、予め監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 地 位 取 締 役 会 へ の

出 席 状 況
監 査 役 会 へ の
出 席 状 況

1
ふる しょう

古 荘 み わ 社 外
監査役21回／21回（100％）８回／８回（100％） 再 任 社 外

独立役員 女 性

2
すが たか し

菅 隆 志 ― ― ― 新 任 社 外
独立役員 男 性

3
かみ や しげる

神 谷 繁 ― ― ― 新 任 社 外
独立役員 男 性
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１．
ふる しょう

古荘 みわ （1982年８月28日生） 再 任 社 外
独立役員 女 性

所有する当社
の株式の数 3,020株

略歴、当社における地位
2006年 12月 あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監査法人）入社（2013年１月まで）
2010年11月 古荘公認会計士事務所共同代表（現在に至る）
2019年 ６月 当社社外監査役（現在に至る）

重要な兼職の状況 公認会計士・税理士（古荘公認会計士事務所共同代表）

【社外監査役候補者とした理由】
古荘みわ氏は、公認会計士および税理士の資格を有しております。会社経営に関与した経験はありませんが、財務お
よび会計などに関する専門的知識は、社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと考えております。また、人
格、識見ともに高く、中立的・客観的な視点から監査を行うことで、経営の健全性確保への貢献が期待できることか
ら、社外監査役候補者としております。

２．
すが たか し

菅 隆志 （1958年１月22日生） 新 任 社 外
独立役員 男 性

所有する当社
の株式の数 0株

略歴、当社における地位
1991年 １月 日本移動通信株式会社（現KDDI株式会社）入社
2016年 ４月 KDDI株式会社執行役員コンシューマ営業本部長兼コンシューママーケティング本部長
2017年 ４月 同社執行役員コンシューマ事業本部副事業本部長 （2018年３月まで）
2018年 ４月 ＵＱコミュニケーションズ株式会社執行役員副社長
2019年 ６月 同社代表取締役社長 （2020年３月まで）
2020年 ４月 沖縄セルラー電話株式会社特別顧問
2020年 ６月 同社代表取締役副社長兼営業本部長兼プロジェクト推進室長
2021年 ６月 沖縄通信ネットワーク株式会社（現OTNet株式会社）取締役 （現在に至る）

沖縄セルラー電話株式会社代表取締役社長 （現在に至る）
重要な兼職の状況 沖縄セルラー電話株式会社代表取締役社長

【社外監査役候補者とした理由】
菅隆志氏は、沖縄セルラー電話株式会社の代表取締役社長であり、企業経営者として豊富な経験、財務および会計を
含む幅広い知見を有しており、社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと考えております。また、人格、識
見ともに高く、中立的・客観的な視点から監査を行うことで、経営の健全性確保への貢献が期待できることから、社
外監査役候補者としております。
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３．
かみ や しげる

神谷 繁 （1964年１月26日生） 新 任 社 外
独立役員 男 性

所有する当社
の株式の数 0株

略歴、当社における地位
1982年 ４月 株式会社沖縄銀行入行 （2004年３月まで）
2004年 ５月 おきなわ経営サポート株式会社代表取締役 （現在に至る）
2019年 ６月 一般社団法人沖縄県中小企業診断士協会代表理事（会長） （現在に至る）

重要な兼職の状況 おきなわ経営サポート株式会社代表取締役
一般社団法人沖縄県中小企業診断士協会代表理事（会長）

【社外監査役候補者とした理由】
神谷繁氏は、おきなわ経営サポート株式会社の代表取締役を務めており、企業経営者として豊富な経験と幅広い知識
を有しております。また、中小企業診断士の資格を有しており、財務および会計を含む経営に関する幅広い専門的知
識は、社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと考えております。また、人格、識見ともに高く、中立的・
客観的な視点から監査を行うことで、経営の健全性確保への貢献が期待できることから、社外監査役候補者としてお
ります。
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（注）１．菅隆志氏は、沖縄セルラー電話株式会社の代表取締役社長であります。当社は同社と通信料等に係る
取引関係があるほか、電気の販売に関する業務提携を行っておりますが、それらの合計額は同社の売
上高の１％未満であります。また、当社は同社の株式を保有しておりますが、その保有割合は1.8％
であります。

２．その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．神谷繁氏は、2023年６月10日開催の一般社団法人沖縄県中小企業診断士協会の総会において、同協

会の代表理事（会長）を退任し、顧問に就任予定であります。
４．古荘みわ氏、菅隆志氏および神谷繁氏は、社外監査役候補者であります。
５．古荘みわ氏は、現在当社の社外監査役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって４年となり

ます。
６．菅隆志氏は、当社の関連会社であるOTNet株式会社の取締役であります。
７．当社は、古荘みわ氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最

低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏
が選任された場合、同氏との当該契約を継続する予定であります。
また、菅隆志氏および神谷繁氏が選任された場合、当社は各氏との間で同様の責任限定契約を締結す
る予定であります。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、当社監査役を含む被保険者が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を填補
することとしております（ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定の
免責事由があります）。各候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者とな
ります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

９．当社は、古荘みわ氏、菅隆志氏および神谷繁氏を東京証券取引所および福岡証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、各取引所に届け出ております。
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ご参考

【取締役・監査役が有する専門性および経験】
第２号議案および第３号議案が原案通り承認可決されますと、取締役会および監査役会の構成は以下のとおり
となります。
各候補者の有する専門性・経験は以下のとおりであります。

氏 名 役 職 企業経営・
経営戦略

法務・
リスク管理 財務・会計 技術・開発

販売戦略・
マーケティ
ング

DX・IT ESG
国際性・
地域振興・
学術研究

大 嶺 滿 代表取締役会長 ● ● ● ● ●

本 永 浩 之 代表取締役社長
社 長 執 行 役 員 ● ● ● ● ●

成 底 勇 人 代表取締役副社長
副社長執行役員 ● ● ● ● ●

横 田 哲 代表取締役副社長
副社長執行役員 ● ● ● ● ●

上 間 淳 取 締 役
常 務 執 行 役 員 ● ● ● ●

仲 村 直 将 取 締 役
常 務 執 行 役 員 ● ● ● ●

仲 程 拓 取 締 役
常 務 執 行 役 員 ● ● ● ●

与 儀 達 樹 社 外 取 締 役 ● ● ●

野 崎 聖 子 社 外 取 締 役 ● ● ●

長 峯 豊 之 社 外 取 締 役 ● ● ●

玉 城 絵 美 社 外 取 締 役 ● ● ●

恩 川 英 樹 常 任 監 査 役 ● ● ●

古 荘 み わ 社 外 監 査 役 ● ● ●

菅 隆 志 社 外 監 査 役 ● ● ●

神 谷 繁 社 外 監 査 役 ● ● ●
※対象者の専門性・経験の全てをあらわすものではありません。
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ご参考

【経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き】
取締役会全体として知識・経験・能力のバランス、多様性を確保するため、以下の基準に基づき、取締

役・監査役候補の指名を行っております。
なお、候補者の指名に当たっては、独立社外取締役を主要な構成員とする人事・報酬委員会の助言・提

言を踏まえ、取締役会において決定することとしております。

＜社内取締役候補者の選任基準＞
（1）経営理念等に基づき、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資することができる人材
（2）株主からの経営の委任に応え、経営に関する豊富な経験と高い識見を有している人材
（3）取締役としての職務と責任を全うできる人材
（4）職務を遂行するための豊富な専門分野に関する知見を有している人材
（5）人格、識見ともに高く、当社グループの更なる発展に貢献することが期待できる人材
（6）法令上求められる取締役としての適格要件を満たす人材

＜社外取締役候補者の選任基準＞
（1）株主からの経営の委任に応え、経営に関する豊富な経験と高い識見を有している人材
（2）多様かつ客観的な考え方・価値観に基づき、積極的に意見を述べる事ができる人材
（3）取締役としての職務と責任を全うするために必要となる時間・労力を確保できる人材
（4）人格、識見ともに高く、専門分野における豊富な経験から様々なアドバイス、意見が期待できる人材
（5）当社の定める「社外役員の独立性に関する基準」を満たしている人材
（6）法令上求められる取締役としての適格要件を満たす人材

＜社内監査役候補者の選任基準＞
（1）当社事業に深い関心を持ち、人格、識見ともに高く、中立的・客観的な立場から適切に監査を行うこ

とで、経営の健全性確保への貢献が期待できる人材
（2）適切な経験・能力および財務・会計・法務等に関する必要な知識を有している人材
（3）監査役としての職務と責任を全うできる人材
（4）法令上求められる監査役としての適格要件を満たす人材

＜社外監査役候補者の選任基準＞
（1）当社事業に深い関心を持ち、人格、識見ともに高く、中立的・客観的な立場から適切に監査を行うこ

とで、経営の健全性確保への貢献が期待できる人材
（2）適切な経験・能力および財務・会計・法務等に関する必要な知識を有している人材
（3）監査役としての職務と責任を全うするために必要となる時間・労力を確保できる人材
（4）当社の定める「社外役員の独立性に関する基準」を満たしている人材
（5）法令上求められる監査役としての適格要件を満たす人材
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ご参考

また、代表取締役および役付取締役の解任に当たっては、下記の解任基準に基づき、人事・報酬委員会の
助言・提言を踏まえ、取締役会において決定することとしております。

＜代表取締役および役付取締役の解任基準＞
（1）重大な法令違反等があった場合または職務の執行において不正・不当な行為があった場合
（2）任務遂行に困難な事情が生じた場合
（3）職務遂行の過程および成果が著しく不十分である場合
（4）選任基準を明らかに満たしていない事情が生じた場合

【社外役員の独立性に関する基準】
当社の社外取締役、社外監査役が独立性を有すると判断するためには、当該社外取締役または社外監査

役が以下のいずれにも該当しないことを必要とする。

１．当社を主要な取引先とする者※１またはその業務執行者
２．当社の主要な取引先※２またはその業務執行者
３．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ている※３コンサルタント、会計専門家または

法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をい
う。）

４．最近１年間において、１から３までのいずれかに該当していた者
５．次の⑴から⑶までのいずれかに掲げる者（重要でないものを除く。）の配偶者または二親等内の親族
（1）１から４までに掲げる者
（2）当社の子会社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては業務執行者でな

い取締役を含む。）
（3）最近１年間において、⑵または当社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあ

っては業務執行者でない取締役を含む。）に該当していた者

※１：「当社を主要な取引先とする者」とは、直近事業年度において、当該取引先の年間連結総売上高の
２％以上の支払いを、当社および子会社から受けた者のことをいう。

※２：「当社の主要な取引先」とは、直近事業年度において、当社の年間連結総売上高の２％以上の支払
いを当社に行った者のことをいう。

※３：「多額の金銭その他の財産を得ている」とは、過去３事業年度平均で、年間1,000万円以上の金銭そ
の他の財産を当社および子会社から得ている場合をいう。
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事 業 報 告
(20222023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

１ 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

2022年度のわが国経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進んだことにより、
緩やかな持ち直しの動きが見られました。
沖縄県経済におきましても、行動制限がない状況が続き経済活動が活発化するなか、観

光関連や個人消費などにおいて需要が回復し、景気の持ち直しの動きが見られました。
このような状況の中で、当連結会計年度の収支につきましては、売上高（営業収益）は、

前年度に比べ26.8％増の2,235億17百万円、営業費用は前年度に比べ56.8％増の2,719億
24百万円となりました。この結果、営業損益は484億６百万円の損失となりました。また、
営業外損益を含めた経常損益は487億99百万円の損失、親会社株主に帰属する当期純損益
は454億57百万円の損失となりました。
このような厳しい収支状況等を踏まえ、期末配当につきましては、中間配当と同様に見

送らせていただきたいと存じます。
株主のみなさまには誠に申し訳なく存じますが、何卒ご理解を賜りますようお願い申し

上げます。
また、当社は、昨年11月に規制部門における値上げを申請し、本年5月に認可をいただ

きました。これを受け、規制部門のお客さまにつきましては本年６月から電気料金の値上
げをさせていただくこととなりました。なお、自由化部門のお客さまにつきましては、本
年４月から電気料金の値上げをさせていただいております。
セグメントの業績は次のとおりであります。

［電気事業］
当年度の販売電力量は、電灯については、夏場の気温が前年に比べ高めに推移したこと

などによる需要増があったものの、他事業者への契約切り替えによる需要減により、前年
度を下回りました。電力については、新型コロナウイルスの影響からの回復や気温影響な
どによる需要増により、前年度を上回りました。
この結果、電灯と電力の販売電力量合計は、前年度に比べ0.6％増の70億73百万kWhと

なりました。
供給力につきましては、必要供給力を確保し設備全般にわたる順調な運用を行い、安定

した電力供給ができました。
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収支につきましては、燃料費調整制度の影響や他社販売電力料などの増加があり、売上
高は前年度に比べ27.0％増の2,133億83百万円となりました。一方、営業費用は、燃料価
格高騰に伴う燃料費や他社購入電力料などの増加があり、営業費用は前年度に比べ57.5％
増の2,639億65百万円となりました。この結果、営業損益は505億82百万円の損失となり
ました。

［建設業］
建設業の収支につきましては、民間工事の増加があるものの、グループ内向け工事の受

注減少などにより、売上高は前年度に比べ8.7％減の242億円、営業費用は前年度に比べ
8.0％減の229億99百万円となりました。この結果、営業利益は20.7％減の12億１百万円
となりました。

［その他］
その他の収支につきましては、ガス供給事業の増加やエネルギーサービスプロバイダ事

業（ＥＳＰ事業）の増加などにより、売上高は前年度に比べ12.6％増の319億92百万円、
営業費用は前年度に比べ12.3％増の303億88百万円となりました。この結果、営業利益は
18.5％増の16億３百万円となりました。

（2）対処すべき課題
当社グループは、グループの目指すべき姿として、「総合エネルギー事業をコアとして、

ビジネス・生活サポートを通して新しい価値の創造を目指し、地域に生き、共に発展する
一体感のある企業グループとして、持続可能な社会の実現に貢献する」を掲げ、様々な取
り組みを推進しております。
当社グループを取り巻く経営環境をみると、県内におけるエネルギー市場（電気・ガ

ス・ESP）は他事業者との競合など、激しい競争環境の下にあります。
グループの中心である電気事業につきましては、他事業者への契約切り替えによる需要

減、さらに、ウクライナ情勢に伴う資源価格の高騰および為替レートの円安進行により、
極めて厳しい経営環境の下に置かれております。
このような中、あらゆる収支対策を検討・実施してまいりましたが、当社最大の使命で

ある電力の安定供給を継続していくため、経営合理化の徹底を前提に、当社は43年ぶりの
規制料金値上げを含むすべての電気料金の見直しをさせていただくことといたしました。
お客さまには多大なるご負担をおかけすることとなりますが、当社といたしましては、

これまで以上に徹底した効率化に取り組み、総合エネルギーサービスや省エネ等のお客さ
まのニーズに沿った提案などを通して、お客さまから選択される企業を目指してまいりま
す。
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当社はいかなる状況においても、エネルギーの安定供給を基本的使命として、当社事業
に従事する者の安全確保を最優先に、その実現に全力を注がなければなりません。災害時
における迅速な復旧に向けては、部門や会社の枠を超え災害対策の強化を推進してまいり
ます。
また、「2050年カーボンニュートラル」につきましては、ロードマップに掲げたCO2排

出量削減率の目標値を深掘りし、2030年度の削減率30％（2005年度比）を「沖縄エリア
のジャスト・トランジション」における野心的な目標として目指すこととしました。非常
に厳しいチャレンジですが、最大限の努力をもって、カーボンニュートラルに向けた様々
な取り組みを加速させ、電源の多様化、燃料価格の動向に左右されない強固な基盤づくり
を目指してまいります。
先般発生しました一般送配電事業者の情報管理における不適切な取扱い事案につきまし

ては、一般送配電事業者の中立性・信頼性を損なうとともに小売電気事業者間の公正な競
争を妨げる可能性に繋がりかねない重大な事案であると受け止めており、再発防止に努め
るとともに、更なる中立性・信頼性の確保に向けて、組織・体制、仕組みの整備に取り組
んでまいります。なお、その一環として、2023年4月3日付で行為規制コンプライアンス委
員会を設置しました。委員には、外部専門家を含むこととしており、本委員会主導のもと、
社を挙げた法令遵守の徹底に取り組み、信頼回復に努めてまいります。

2023年度は財務基盤を回復させることが急務と考えております。この難局を大きな飛躍
の機会と捉え、グループ一丸となって、中期経営計画のもと、新たな価値を創造していく
ことで、夢と活力ある沖縄の未来づくりに貢献できるよう邁進してまいります。
株主のみなさまにおかれましては、今後とも当社グループの事業に対し、格別のご理解

とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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（ご参考）
[2023年度経営方針] ▼詳細はこちら▶

https://www.okiden.co.jp/ir/management/management.html事業毎の取り組みの方向性
電気事業
発電事業
・エネルギーの安定供給に向け、将来の電源開発計画策定を含め設備の構築・運用・保全の在り方
を追求します。

・燃料需給の逼迫した状況下においても発電設備の運用状況に留意しつつ、供給者の動向や燃料在
庫管理等に細心の注意を払い、燃料の安定調達に取り組みます。

・2050カーボンニュートラルに向け、「火力電源のCO2排出削減」に取り組みます。 等
送配電事業
・送配電部門の企画機能とマネジメントを強化し、新たな託送料金制度（レベニューキャップ制
度）に向けて策定した事業計画を推進していきます。

・具体的には、電力の安定供給を維持しながら適正な利益水準を確保し、今後の高経年化設備の更
新や電力ネットワークの次世代化に向けて、適切かつ効率的な設備形成・設備投資を行います。

・認可一般送配電事業者として、法令等遵守の確実化のための組織・体制、仕組みの整備など、行
為規制へ適切に対応し、送配電部門の中立性・信頼性を確保します。 等
小売事業
・お客さまに選択いただける企業であるために、常にサービスの向上に努め、お客さまの満足度向
上を図ります。

・収支改善に向けた取り組みを検討するとともに、それを踏まえた販売活動を実施していきます。
・行為規制への対応など関連法令・指針の遵守徹底に取り組みます。 等
グループ事業
・グループ大での課題解決や利益拡大に向けて、グループ一体となってグループ事業を強力に推進
していくこととし、事業環境の変化に応じた戦略見直しやその実現に向けた体制整備等の基盤整
備に取り組みます。

・電気事業周辺分野においては、各部門を中心にサプライチェーン全体で安定供給や効率化に取り
組みます。 等
事業基盤
コーポレート部門
・事業の持続的な成長に向けて各事業部門の活動を支え、経営資源の全体最適化を図ります。
・仕事の質を高めつつ、既存業務の整理整頓・ゼロベースでの見直しに取り組みます。
全部門横断
・「おきでん.COM」の考え方をもとに取り組みを進め、新たな価値の創造を図り、目指すべき
姿・経営目標の達成に取り組んでいきます。

・デジタル技術等を積極的に活用することでDXを推進し、労働時間の低減を図るとともに、テレ
ワークの環境整備等により多様な働き方を推進します。 等
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https://www.okiden.co.jp/active/csr/new/index.html
詳細はこちら▶

▶［ESGへの主な取り組み］

当社は、「目指すべき姿」の実現に向け、経営の基本的方向性のもと、ESGへの取り組みを積極
的に推進します。

【目指すべき姿】

【経営の基本的方向性】

1.エネルギーの安定供給に尽くす 4.地域社会の良き企業市民として社会的責任を果たす

2.カーボンニュートラルに積極果敢に挑戦する 5.人を育み、人を大切にする

3.お客さまの多様なニーズに対応し、満足度の向上に尽くす

環境負荷低減に向けた取り組み
（環境）E

6.積極的な事業展開と不断の経営効率化を通じて持続的成長を図る

県産木質バイオマス燃料の利用
拡大に向けた取り組み
CO₂フリー燃料(水素・アンモニ
ア等)の導入検討
再エネ主力化を支える基盤とし
て地産地消型「再エネマイクロ
グリッド」の実用化検証　  など

地域・社会への貢献、人財、安全健康
（社会）S
職場構内の環境整備
「健康経営」の効果的な取り組み
に向けたこころとからだの健康
支援施策の更なる推進
人権が尊重される社会・持続可
能な社会実現に向けた取り組み
など

ガバナンス強化
（ガバナンス）G
コンプライアンスの徹底・強化
に向けた取り組み
サイバーセキュリティ対応強化
に向けた取り組み　　など

総合エネルギー事業をコアとして、ビジネス・生活サポートを通して新しい価値の創造を目指し、
地域に生き、共に発展する一体感のある企業グループとして、持続可能な社会の実現に貢献します。
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（3）設備投資の状況
当連結会計年度は総額428億円の設備投資を行いました。主なものは次のとおりであり

ます。
電気事業 386億円
建設業 1億円
その他 55億円
内部取引消去 △ 14億円
合計 428億円

① 発電設備
設 備 別 名 称 出 力

kW
建 設 中 内 燃 力 牧 港 ガ ス エ ン ジ ン 発 電 所 （新設） 45,000

（注）出力が10,000kW以上の設備を記載しております。

② 送電設備
電圧が132kV以上の設備を記載対象としておりますが、当連結会計年度において該当

する設備はありません。

③ 変電設備
名 称 電 圧 増加出力

kV MVA

建 設 中 友 寄 変 電 所
（連系用変圧器２号） （増設） 132 75

（注）電圧が132kV以上の設備を記載しております。
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（4）資金調達の状況

① 社 債 発行額 650億円
償還額 100億円

② 借入金 借入額 678億円
返済額 380億円

③ コマーシャル・ペーパー 発行額 300億円
償還額 360億円

（注）上記①の社債発行額には、2022年12月8日に発行したハイブリッド社債
（一般担保無・劣後特約付社債）総額300億円を含んでおります。
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（5）財産および損益の状況の推移
① 企業集団の財産および損益の状況

区 分 第48期
2019年度

第49期
2020年度

第50期
2021年度

第51期
2022年度

（当連結会計年度）
売 上 高 （百万円） 204,296 190,520 176,232 223,517
経 常 利 益 （百万円） 9,311 11,335 2,717 △48,799
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 6,705 8,341 1,959 △45,457

１株当たり当期純利益 （円） 123.22 153.29 36.05 △836.98
総 資 産 （百万円） 408,789 427,031 446,519 480,546

（注）１．当社は、2020年６月１日付で株式１株につき1.05株の株式分割を行っておりますが、第48期（2019
年度）の期首にこれらの株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しておりま
す。

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第50期（2021年度）の期
首から適用しており、第50期（2021年度）以降に係る売上高については、当該会計基準等を適用し
た後の数値となっております。

② 当社の財産および損益の状況

区 分 第48期
2019年度

第49期
2020年度

第50期
2021年度

第51期
2022年度

（当事業年度）
売 上 高 （百万円） 194,471 180,638 168,078 213,383
経 常 利 益 （百万円） 7,321 8,939 500 △50,245
当 期 純 利 益 （百万円） 5,651 6,953 694 △45,934
１株当たり当期純利益 （円） 103.86 127.78 12.77 △845.76
総 資 産 （百万円） 373,941 391,496 407,311 441,260

（注）１．当社は、2020年６月１日付で株式１株につき1.05株の株式分割を行っておりますが、第48期（2019
年度）の期首にこれらの株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しておりま
す。

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第50期（2021年度）の期
首から適用しており、第50期（2021年度）以降に係る売上高については、当該会計基準等を適用し
た後の数値となっております。
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（6）重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当 社 の
出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％
株 式 会 社 沖 電 工 130 82.5 土木・建築・電気・管・電気通信工事の施工、

電力設備工事の施工および保守点検

沖 電 企 業 株 式 会 社 43 ※ 91.9
内燃力発電設備の工事・補修および受託運転、
電気機械器具の販売および修理、総合広告代理
店、車両・物品リース、レンタル、自動車整備、
損害保険代理店

沖縄プラント工業株式会社 32 ※100.0 電気機械設備の受託運転および点検・保修、電
気・機械設備工事の施工

沖縄電機工業株式会社 23 99.5 電気計器の製造・修復および検定代弁、電気設
備の資機材販売、保守および工事

沖 電 開 発 株 式 会 社 50 100.0 土地建物の管理・売買および賃貸借、水産養
殖・建設業・造園土木業

沖電グローバルシステムズ株式会社 20 100.0
コンピュータシステムの設計・構築・運用・販
売、コンピュータおよび周辺機器の販売・斡
旋・賃貸借等

株式会社沖縄エネテック 40 ※100.0 電力、ガス事業用設備の調査・設計および工事
監理、環境調査・地質調査および用地測量

沖縄新エネ開発株式会社 49 ※100.0
再生可能エネルギーによる売電、再生可能エネ
ルギーの企画立案・調査および設計、再生可能
エネルギー設備の建設および保守、電力小売事
業

株 式 会 社 沖 設 備 20 ※100.0
空調設備・衛生設備・電気設備・電気温水器・
エコキュート・ＩＨ・ＬＥＤ照明・水処理装置
の販売および施工

Ｆ Ｒ Ｔ 株 式 会 社 450 95.8 インターネットデータセンター事業、コンタク
トセンター事業

株式会社プログレッシブエナジー 100 ※75.0
天然ガス・LNG（液）の販売、可倒式風力発電
設備の建設および保守、自家発電システムの設
置・運転および保守、省エネルギー支援サービ
ス

株式会社リライアンスエナジー沖縄 100 51.6
エネルギーサービス事業、エネルギーの効率利
用や環境に資する設備の販売・リース・設置・
運転および保守

（注）※印には子会社による持株分が含まれております。
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（7）主要な事業内容
事 業 区 分 事 業 内 容
電 気 事 業 電気事業（発電事業、一般送配電事業、小売電気事業）
建 設 業 建設業

そ の 他

電気事業に必要な周辺関連事業
情報通信事業
不動産業
再エネ事業
ガス供給事業
分散型電源事業
エネルギーサービス事業

（8）主要な事業所
① 当社の主要な事業所
ａ．本店・支店および支社

名 称 所 在 地
本 店 浦 添 市
那 覇 支 店 那 覇 市
う る ま 支 店 う る ま 市
名 護 支 店 名 護 市
宮 古 支 店 宮 古 島 市
八 重 山 支 店 石 垣 市
東 京 支 社 東 京 都 港 区
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ｂ．主要な発電所
名 称 所 在 地

牧 港 火 力 発 電 所 浦 添 市
石 川 火 力 発 電 所 う る ま 市
具 志 川 火 力 発 電 所 う る ま 市
金 武 火 力 発 電 所 金 武 町
吉 の 浦 火 力 発 電 所 中 城 村
牧 港 ガ ス タ ー ビ ン 発 電 所 浦 添 市
石 川 ガ ス タ ー ビ ン 発 電 所 う る ま 市
吉の浦マルチガスタービン発電所 中 城 村
宮 古 第 二 発 電 所 宮 古 島 市
宮 古 ガ ス タ ー ビ ン 発 電 所 宮 古 島 市
石 垣 発 電 所 石 垣 市
石 垣 第 二 発 電 所 石 垣 市
石 垣 ガ ス タ ー ビ ン 発 電 所 石 垣 市
久 米 島 発 電 所 久 米 島 町
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② 重要な子会社の主要な事業所
名 称 本 店 所 在 地

株 式 会 社 沖 電 工 那 覇 市
沖 電 企 業 株 式 会 社 浦 添 市
沖 縄 プ ラ ン ト 工 業 株 式 会 社 浦 添 市
沖 縄 電 機 工 業 株 式 会 社 う る ま 市
沖 電 開 発 株 式 会 社 浦 添 市
沖電グローバルシステムズ株式会社 那 覇 市
株 式 会 社 沖 縄 エ ネ テ ッ ク 浦 添 市
沖 縄 新 エ ネ 開 発 株 式 会 社 北 谷 町
株 式 会 社 沖 設 備 那 覇 市
Ｆ Ｒ Ｔ 株 式 会 社 浦 添 市
株式会社プログレッシブエナジー 中 城 村
株式会社リライアンスエナジー沖縄 浦 添 市
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（9）従業員の状況
事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

名 名
電 気 事 業 1,536 4
建 設 業 399 27
そ の 他 1,140 238
合 計 3,075 269

（注）就業人員で記載しております。今回より、嘱託および定年退職後の再雇用者（シニア社員）を加えてお
ります。

（10）主要な借入先の状況
借 入 先 借 入 金 残 高

百万円
沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 129,716
株 式 会 社 沖 縄 銀 行 10,857
株 式 会 社 沖 縄 海 邦 銀 行 2,353
株 式 会 社 琉 球 銀 行 1,600
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,600
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 800
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 700
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２ 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 92,800,000株
（2）発行済株式の総数 56,927,965株（自己株式2,516,868株を含む）
（3）株 主 数 19,261名

（4）大 株 主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,550 10.20
沖 縄 電 力 社 員 持 株 会 3,197 5.88
沖 縄 県 知 事 2,828 5.20
株 式 会 社 沖 縄 銀 行 2,526 4.64
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 1,838 3.38
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,342 2.47
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,264 2.32
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 1,045 1.92
株 式 会 社 沖 縄 海 邦 銀 行 798 1.47
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 796 1.46

（注）１．当社は自己株式を2,516,868株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３ 会社役員の状況
（1）取締役および監査役の状況

氏 名 地 位 お よ び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

大 嶺 滿 代表取締役会長 一般財団法人南西地域産業活性化セン
ター会長

本 永 浩 之 代表取締役社長
社長執行役員

島 袋 清 人 代表取締役副社長
副社長執行役員

業務全般、カーボンニュート
ラル推進本部長、内部監査
室、防災危機管理室

シードおきなわ合同会社最高経営責任
者社長

成 底 勇 人 取 締 役
専務執行役員

ＣＳＲ、販売本部長、総務
部、（経営戦略本部、グルー
プ事業推進本部）

沖縄新エネ開発株式会社代表取締役社
長

横 田 哲 取 締 役
常務執行役員

送配電本部長、離島カンパニ
ー社長

上 間 淳 取 締 役
執 行 役 員 経営戦略本部長、東京支社

仲 村 直 将 取 締 役
執 行 役 員

グループ事業推進本部長、経
理部、資材部

仲 程 拓 取 締 役
執 行 役 員

発電本部長、カーボンニュー
トラル推進本部副本部長

株式会社おきでんCplusC代表取締役
社長

岡 田 晃 取 締 役
株式会社ANA総合研究所顧問
株式会社ANA Cargo顧問
マブチモーター株式会社社外取締役

湯 淺 英 雄 取 締 役 沖縄セルラー電話株式会社特別顧問

与 儀 達 樹 取 締 役 大同火災海上保険株式会社代表取締役
社長

野 崎 聖 子 取 締 役
うむやす法律会計事務所代表
株式会社サンエー社外取締役（監査等
委員）

恩 川 英 樹 常 任 監 査 役 （常勤）
小橋川 健 二 常 任 監 査 役 （常勤）

阿 波 連 光 監 査 役 弁護士法人ひかり法律事務所所長
沖縄セルラー電話株式会社社外取締役

金 城 盛 彦 監 査 役 琉球大学・同大学大学院教授

古 荘 み わ 監 査 役 古荘公認会計士事務所共同代表
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（注）１．上記取締役のうち、岡田晃、湯淺英雄、与儀達樹および野崎聖子の４氏は、社外取締役であります。
２．上記監査役のうち、阿波連光、金城盛彦および古荘みわの３氏は、社外監査役であります。
３．取締役岡田晃氏は、2023年3月30日にマブチモーター株式会社の社外取締役に就任いたしました。
４．監査役阿波連光氏は、2022年７月31日をもって沖縄県公安委員会委員長を退任いたしました。
５．監査役恩川英樹、小橋川健二、阿波連光、金城盛彦および古荘みわの５氏は、以下のとおり、財務お

よび会計に関する相当程度の知見を有しております。
・恩川英樹氏は、当社において常務取締役として経理部門を担当しておりました。
・小橋川健二氏は、沖縄県庁において財政に係る部門の重要な役職を務めておりました。
・阿波連光氏は、弁護士の資格を有しております。
・金城盛彦氏は、琉球大学および同大学大学院において経済学を専門とする教授を務めております。
・古荘みわ氏は、公認会計士および税理士の資格を有しております。

６．当社は、社外取締役および社外監査役全員を、東京証券取引所および福岡証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、各取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項および定款の規定により、各社外取締役および各社外監

査役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項で規定する金額として
おります。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O）契約を保険

会社との間で締結しており、当該保険契約の被保険者は、当社の取締役、監査役、執行役
員および会社法上の重要な使用人であります。当該保険契約により被保険者が業務に起因
して損害賠償請求がなされたことによって被る損害等を填補することとしております。た
だし、被保険者が法令違反を認識して行った行為に起因する損害は填補されないなど、一
定の免責事由があります。
なお、保険料は、当社が全額負担しております。

（4）取締役および監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年６月29日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議す
る内容について独立社外取締役を主要な構成員とする人事・報酬委員会の助言・提言を
踏まえております。
取締役の個人別の報酬等につきましては、人事・報酬委員会の助言・提言を踏まえ、

取締役会で決定することとしており、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい
ても、報酬等の内容の決定方法および決定された報酬等の内容が当該決定方針に沿うも
のであることを取締役会として確認しております。
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取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
・取締役（社外取締役を除く）の報酬については、固定報酬および業績連動型株式報
酬とする。また、社外取締役の報酬については、固定報酬のみとする。

・固定報酬については、株主総会で決議された総額（年額３億10百万円）の範囲内で
会社の業績や経営内容、経営環境等を総合的に勘案し、各取締役の職責に応じた金
額を設定の上、毎月現金を支給する。

・業績連動型株式報酬については、株主総会で決議された範囲内（３事業年度当たり
10万ポイント、１億50百万円）で事業年度ごとに各取締役の役位に応じてポイント
（固定ポイントおよび変動ポイント）を付与し、退任時にそれまで付与したポイント
の累積値に応じて、１ポイント当たり当社普通株式１株を支給する。
ア）当該報酬の指標

財務目標で掲げた連結経常利益とする。
イ）数の決定方法

役位に応じたポイントのうち、50%を固定ポイント、残り50%を変動ポイント
とし、目標達成時を支給率100%として、50～100%の範囲で決定する。

・取締役（社外取締役を除く）の固定報酬および業績連動型株式報酬の報酬全体に占
める支給割合は、目標達成時において、それぞれ８～９割程度、１～２割程度で、
業績連動型株式報酬の５割が業績連動分となるよう設計する。

・取締役の個人別の報酬額（固定報酬および業績連動型株式報酬）については、透明
性・公正性の観点から、独立社外取締役を主要な構成員とする人事・報酬委員会の
助言・提言を踏まえ、取締役会において決定する。

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

役 員 区 分

金 銭 報 酬 非 金 銭 報 酬
報酬等の
総 額

固 定 報 酬
（月 額 報 酬）

業 績 連 動 型
株 式 報 酬

員数 支給額 員数 支給額
名 百万円 名 百万円 百万円

取 締 役
（社外取締役を除く） ８ 249 ― ― 249

監 査 役
（社外監査役を除く） ２ 58 58

社 外 取 締 役 ４ 20 20
社 外 監 査 役 ３ 15 15
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（注）１．非金銭報酬として、取締役（社外取締役を除く。）に対して業績連動型株式報酬制度を導入しており
ますが、当事業年度は、連結経常赤字であったこと等を踏まえ、業績連動型株式報酬を支給しており
ません。上記表中に記載のほか、８名分として、前事業年度に費用計上した金額と実際の支給額との
差額である０百万円を当事業年度に費用計上しております。当該株式報酬は、当社が拠出する金銭を
原資として当社株式が信託（以下、「本信託」という。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が
定める役員株式給付規程に従って、当社株式および当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以
下、「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬です。なお、取締役が
当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

２．業績連動型株式報酬にかかる業績評価指標は、連結経常利益であります。当該指標を選択した理由は
財務目標の１つとして掲げているためです。業績連動型株式報酬は、役位に応じたポイントのうち、
50%を固定ポイント、残り50%を変動ポイントとし、目標達成時を支給率100%として、50～100%
の範囲で決定しております。なお、連結経常利益の実績は、「１企業集団の現況に関する事項 (5)財
産および損益の状況の推移 ①企業集団の財産および損益の状況」に記載のとおりです。

３．取締役の報酬限度額（金銭報酬）は、2006年６月29日開催の第34回定時株主総会において年額３億
10百万円以内と決議しております。当該決議時点の取締役の員数は14名です。

４．取締役の非金銭報酬（業績連動型株式報酬）の上限は、2021年６月29日開催の第49回定時株主総会
において３事業年度当たり10万ポイント、１億50百万円と決議しております。当該決議時点の取締
役（社外取締役を除く。）の員数は８名です。

５．監査役の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第44回定時株主総会において年額80百万円以内と決
議しております。当該決議時点の監査役の員数は５名です。

（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との
関係

・取締役岡田晃氏は、株式会社ANA総合研究所および株式会社ANA Cargoの顧問であ
ります。当社とこれらの兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役湯淺英雄氏は、沖縄セルラー電話株式会社の特別顧問であります。当社は同社
と通信料等に係る取引関係があるほか、電気の販売に関する業務提携を行っておりま
すが、それらの合計額は同社の売上高の１％未満であります。また、当社は同社の株
式を保有しておりますが、その保有割合は1.8％であります。

・取締役与儀達樹氏は、大同火災海上保険株式会社の代表取締役社長であります。当社
は同社との間に保険料等に係る取引関係がありますが、その取引額は同社の売上高の
１％未満であります。また、当社は同社の株式を保有しておりますが、その保有割合
は3.1％であります。

・取締役野崎聖子氏は、うむやす法律会計事務所の代表であります。当社と同事務所と
の間には特別の関係はありません。

・監査役阿波連光氏は、弁護士法人ひかり法律事務所の所長であります。また、同氏は、
2022年7月31日まで沖縄県公安委員会の委員長を務めておりました。当社とこれらの
兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役金城盛彦氏は、琉球大学および同大学大学院の教授であります。当社とこれら
の兼職先との間には特別の関係はありません。
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・監査役古荘みわ氏は、古荘公認会計士事務所の共同代表であります。当社と同事務所
との間には特別の関係はありません。

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の法人等との
関係

・取締役岡田晃氏は、マブチモーター株式会社の社外取締役であります。当社と同社と
の間には特別の関係はありません。

・取締役野崎聖子氏は、株式会社サンエーの社外取締役（監査等委員）であります。当
社は同社との間に商品購入等に係る取引関係がありますが、その取引額は同社の売上
高の１％未満であります。また、当社は同社の株式を保有しておりますが、その保有
割合は0.3％であります。

・監査役阿波連光氏は、沖縄セルラー電話株式会社の社外取締役であります。当社は同
社と通信料等に係る取引関係があるほか、電気の販売に関する業務提携を行っており
ますが、それらの合計額は同社の売上高の１％未満であります。また、当社は同社の
株式を保有しておりますが、その保有割合は1.8％であります。

③ 当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 岡 田 晃

当事業年度に開催された取締役会21回中21回に出席し、主に経験豊
富な企業経営者としての見地から、取締役会では積極的に意見を述
べております。特に企業経営や事業戦略等について専門的な立場か
ら監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための適切な役割を果たしております。また、人事・報酬委員会の
委員として、当事業年度に開催された１回の委員会に出席しており、
客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定
過程における監督機能を担っております。

取 締 役 湯 淺 英 雄

当事業年度に開催された取締役会21回中20回に出席し、主に経験豊
富な企業経営者としての見地から、取締役会では積極的に意見を述
べております。特に企業経営や経営戦略等について専門的な立場か
ら監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための適切な役割を果たしております。また、人事・報酬委員会の
委員として、当事業年度に開催された１回の委員会に出席しており、
客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定
過程における監督機能を担っております。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 与 儀 達 樹

当事業年度に開催された取締役会21回中21回に出席し、主に経験豊
富な企業経営者としての見地から、取締役会では積極的に意見を述
べております。特に企業経営やお客さま視点での事業活動等につい
て専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・
適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、人
事・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された１回の委員
会に出席しており、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定
や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

取 締 役 野 崎 聖 子

当事業年度に開催された取締役会21回中20回に出席し、主に弁護士
としての専門的見地から、取締役会では積極的に意見を述べており
ます。特に企業ガバナンスや企業コンプライアンス等について専門
的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。また、人事・報
酬委員会の委員として、当事業年度に開催された１回の委員会に出
席しており、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員
報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

監 査 役 阿波連 光
当事業年度に開催された取締役会21回中21回、監査役会８回中８回
に出席し、主に弁護士としての専門的見地から、当社業務執行の適
法性確保等を含め、中立的・客観的な立場で発言を行っております。

監 査 役 金 城 盛 彦
当事業年度に開催された取締役会21回中20回、監査役会８回中８回
に出席し、主に経済学を専門とする学識経験者としての見地から、
中立的・客観的な立場で発言を行っております。

監 査 役 古 荘 み わ
当事業年度に開催された取締役会21回中21回、監査役会８回中８回
に出席し、主に公認会計士・税理士としての専門的見地から、中立
的・客観的な立場で発言を行っております。
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４ 会計監査人の状況
（1) 名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）報酬等の額
報酬等の額

百万円
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 46
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 54

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、社内関係部門および会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、監査計
画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積もりの算出根拠などを確認し検討した結果、会計
監査人の報酬等の額について、同意しました。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、社債発行に伴うコンフォート・レター作成業務について

の対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
① 監査役会は、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合、お

よび会計監査人がその職務を適切に執行することが困難と認められる場合、その他必
要があると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に
関する議案の内容を決定する。

② 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認めら
れる場合、会計監査人を監査役全員の同意をもって解任する。

③ 取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し、
会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求
した場合には、監査役会はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内
容を決定する。
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５ 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

＜業務の適正を確保するための体制に関する基本方針＞
（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

① 取締役は、経営方針等において法令遵守・企業倫理の徹底を明記するとともに、法令
遵守・企業倫理に関する社内規定（沖縄電力企業行動基準規程、沖縄電力倫理規程）
を定め、自らコンプライアンス意識の向上に努める。

② 取締役会は原則として月２回開催し、会社の重要な業務執行事項の決定、取締役の職
務の執行を監督する。また、取締役会の開催にあたっては、年間の開催スケジュール
や会議資料等の事前提供、適切な審議時間の確保等を通し、審議の活性化を図る。

③ 当社から独立した立場の社外取締役から適切な助言を受けることで、取締役会の監督
機能を高める。また、社外取締役が適切な助言を行えるよう、代表取締役および監査
役との意見交換を通し、情報交換・認識共有および連携の確保を図る。

④ 法令遵守・企業倫理に基づく企業行動の徹底を図るため、社長を委員長とする「企業
倫理委員会」を設置する。また、法令違反や企業倫理上の相談を受け付ける「企業倫
理相談窓口」を設置し、不正行為の抑止に努める。

⑤ 反社会的勢力の排除に関して社内規定（沖縄電力企業行動基準規程、反社会的勢力の
対応要領）を定め、反社会的勢力と一切の関係を持たず、毅然とした態度での対応を
徹底する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る文書等の情報は、社内規定（文書管理要領、記録管理要領、

機密文書取扱要領、電子化情報取扱要領、重要文書の管理要領）に基づき、適切に保存・
管理を行う。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスクを適切に管理するために「リスクマネジメント基本要領」を定め、各部門にお

いて定期的にリスクの特定、分析、評価を行った上で、対応マニュアル等を整備し、
リスクの未然防止およびリスク発生時の迅速な対応に努める。

② 重大な災害や事故等に迅速かつ的確に対応するために「非常災害対策要領」や「危機
管理対策要領」等を定め、体制や対応手順等を整備し、リスクの発生に備える。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、「職務権限規程」および「職制規程」を定め、各部門および各責任者の権限

を明確にする。
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② 職務の執行を効率的に行うため、執行役員で構成する「執行役員会」、「経営対策会議」
および執行役員、各部室店長で構成する「幹部会」を設置し、業務運営に関する必要
事項について協議する。

③ 品質を「経営の質」と定義し、国際規格であるISO9001の手法を活用した品質マネジ
メントシステムに基づき、効率的な経営管理および継続的改善に努める。

④ 年度経営方針を組織全体に浸透させ、各部門および各階層がそれぞれの役割を着実に実
行することにより、年度経営方針および各種計画より展開された目標の着実な達成を
図る。

（5）使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
① 法令遵守・企業倫理に関する社内規定（沖縄電力企業行動基準規程、沖縄電力倫理規

程）を定め、定期的に法令遵守・企業倫理に関する活動を実施することで、コンプラ
イアンス意識の維持・向上を図る。

② 内部監査部門は、法令遵守・企業倫理を確保するため、監査役と連携を図り監査を実
施する。

③ 法令違反や企業倫理上の相談を受け付ける「企業倫理相談窓口」を設置することで、
不正行為の抑止および早期是正を図る。また、「企業倫理相談窓口」で受け付けた事案
については、「企業倫理委員会」で審議の上、適切に対応する。

（6）企業集団における業務の適正を確保するための体制
① グループ経営に関する方針を定め、グループ一体となってグループ経営を推進する。
② 「沖電グループ企業行動基準」を定めるとともに、グループ各社へ倫理規程等の策定を

促し、グループ全体の法令遵守の徹底を行う。
③ 「企業倫理相談窓口」においてグループ各社の法令違反・企業倫理に関する相談を受け

付けることにより、グループ全体の法令遵守の確保に努める。
④ 関係会社の管理にあたっては、運営部門を設けるとともに、グループ経営に影響を与

える重要な事項については、「関係会社運営要領」を定め、関係会社からの事前協議ま
たは報告を受ける。

⑤ 社長、副社長、グループ事業推進本部長およびグループ各社社長により構成される
「沖電グループ最高経営会議」を定期的に開催することで、事業リスクの情報収集を行
う。

⑥ 当社およびグループ各社は、財務報告に係る必要かつ適切な内部統制システムを整
備・運用することにより、財務報告の信頼性を確保する。

⑦ 内部監査部門は、必要に応じグループ各社の内部監査を行う。
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（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項
監査役の職務を補助する組織として、取締役から独立した監査役室を設置し、専任スタ

ッフを配属する。

（8）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および監査役の当該使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役室のスタッフは、監査役の指揮命令の下で職務を執行する。
② 監査役室スタッフの人事に関して、取締役と監査役は意見交換を行う。

（9）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制

① 取締役および使用人は、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類等を監査役
の閲覧に供し、必要に応じて説明を行う。

② 取締役は、「取締役会」、「執行役員会」および「経営対策会議」等の重要な会議におい
て、監査役が報告を求めた場合は、その求めに応じる。

③ 当社およびグループ各社の取締役および監査役は、「沖電グループ最高経営会議」、「沖
電グループ監査役連絡会」等において、監査役が報告を求めた場合は、その求めに応
じる。

④ 取締役は、「企業倫理委員会」に監査役をオブザーバーとして参加させ、また、取締役
および執行役員に関する事項について当社およびグループ各社の役職員が利用できる
「企業倫理相談窓口」を監査役室に設置することで、法令遵守・企業倫理に関する重要
な事項の情報を監査役へ提供する。

⑤ 取締役は、「企業倫理相談窓口等に関する規程」において、通報等の行為を理由に不利
益な取扱いをしてはならないことを定め、当該報告者の保護を図る。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、意見交換を行い相互認識を深める。
② 内部監査部門は、監査役と緊密な連携を保ち、監査役監査が効果的に行われるよう努

める。
③ 取締役は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還を請求した

ときは、当該監査役の職務の執行について必要でないと認められた場合を除き、これ
に応じる。
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＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
当社は、「業務の適正を確保するための体制に関する基本方針」について定期的に改定の要

否を検討しており、2023年３月14日の当社取締役会の決議において同基本方針を一部改定い
たしました。その趣旨、内容等につきまして、当社グループ全体への周知を図っております。
当事業年度における同基本方針の主な運用状況は以下のとおりです。

（1）重要な会議の開催状況
取締役会を21回開催し、取締役の職務執行の適法性を確保するとともに、取締役会の監

督機能を高めるために、独立社外取締役が出席いたしました。その他、監査役会を８回、
執行役員会を24回、経営対策会議を15回、緊急経営対策委員会を15回、幹部会を13回、
沖電グループ最高経営会議を４回、沖電グループ監査役連絡会を２回開催いたしました。

（2）コンプライアンス体制について
社長を委員長とする企業倫理委員会を４回開催し、企業倫理に関する活動計画の策定、

実施状況の報告およびコンプライアンス強化に向けた議論等を行いました。
具体的には、社長メッセージ「企業倫理の徹底について」の発信や、当社およびグルー

プ各社の役員を対象とした「法令遵守・企業倫理に関する講演会」、当社およびグループ各
社の従業員を対象とした「企業倫理に関する講話」、当社およびグループ各社の役員・従業
員を対象とした「コンプライアンス研修」を実施いたしました。
また、当社およびグループ各社の役員・従業員を対象とした企業倫理相談窓口について、

研修やアンケート等の啓発活動を実施し、運用実績を企業倫理委員会および取締役会に報
告いたしました。
先般発生しました一般送配電事業者の情報管理における不適切な取扱い事案につきまし

ては、一般送配電事業者の中立性・信頼性を損なうとともに小売電気事業者間の公正な競
争を妨げる可能性に繋がりかねない重大な事案であると受け止めており、再発防止に努め
るとともに、更なる中立性・信頼性の確保に向けて、組織・体制、仕組みの整備に取り組
んでまいります。なお、その一環として、2023年４月３日付で行為規制コンプライアンス
委員会を設置しました。委員には、外部専門家を含むこととしており、本委員会主導のも
と、社を挙げた法令遵守の徹底に取り組み、信頼回復に努めてまいります。

（3）リスク管理体制について
「リスクマネジメント基本要領」に基づき、各部門においてリスクの特定、分析、評価

を行った上で、整備した対応マニュアル等の有効性を評価し、必要に応じて制改定を行い
ました。また、執行役員会にて各部門におけるリスクマネジメントの取り組み状況および
顕在化したリスクへの対応について報告いたしました。
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大規模地震・津波等により電力設備等が甚大な被害を受けたとの想定のもと、全社規模
での総合防災訓練を実施いたしました。その他、東日本大震災を踏まえ、当社における災
害対策の具体的な検証、ならびに常襲する台風に対する対策や設備被害発生時の早期復旧
方策等を検討する災害対策検証委員会を２回開催いたしました。
サイバーセキュリティへの対応については、サイバー攻撃による情報漏洩事故等の未然

防止に努めるとともに、万一のサイバーセキュリティインシデント発生時には迅速な対応
ができるよう、全社的なセキュリティ対応体制を整備しております。

（4）効率的な職務執行体制について
品質マネジメントシステム全般の適切性、妥当性、有効性を継続的に改善するために、

執行役員が参加する執行役員会等において、当社の活動を総合的に検証しています。

（5）内部監査の実施について
新年度の監査計画策定時に監査役のヒアリングと意見交換を実施した上で、評価項目を

設定し、連結子会社も含め内部監査を実施いたしました。
「財務報告に係る内部統制評価要領」に基づくJ-SOX評価において、当社および連結子

会社が財務報告に係る内部統制システムを整備・運用していることを確認いたしました。

（6）監査役の監査体制について
監査役は、取締役会をはじめとする重要な会議への出席および主要な稟議書等重要な書

類の閲覧を通して、重要な意思決定の過程および取締役の職務の執行状況を確認いたしま
した。
また、代表取締役および社外取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等につい

ての意見交換を行うとともに、内部監査部門等からその監査計画と監査結果について定期
的に報告を受けることを通して、監査の実効性向上に努めております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

百万円 百万円
固 定 資 産 402,215 固 定 負 債 296,337
電気事業固定資産 299,788 社 債 135,000
汽 力 発 電 設 備 84,152 長 期 借 入 金 129,769
内 燃 力 発 電 設 備 19,413 リ ー ス 債 務 18,591
送 電 設 備 55,579 退 職 給 付 に 係 る 負 債 11,882
変 電 設 備 41,194 そ の 他 1,095
配 電 設 備 85,448
業 務 設 備 13,260 流 動 負 債 69,713
その他の電気事業固定資産 739 １年以内に期限到来の固定負債 19,039

短 期 借 入 金 2,220
その他の固定資産 33,909 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 16,801

未 払 税 金 1,845
固 定 資 産 仮 勘 定 38,061 そ の 他 29,807
建設仮勘定及び除却仮勘定 38,061 負 債 合 計 366,050

投資その他の資産 30,455 株 主 資 本 109,873
長 期 投 資 8,281 資 本 金 7,586
退 職 給 付 に 係 る 資 産 3,016 資 本 剰 余 金 7,278
繰 延 税 金 資 産 15,856 利 益 剰 余 金 100,403
そ の 他 3,356 自 己 株 式 △5,395
貸 倒 引 当 金（貸方） △55

その他の包括利益累計額 2,737
流 動 資 産 78,331 その他有価証券評価差額金 2,440

現 金 及 び 預 金 19,059 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 37
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 13,521 退職給付に係る調整累計額 259
棚 卸 資 産 20,058
そ の 他 25,804 非 支 配 株 主 持 分 1,884
貸 倒 引 当 金（貸方） △112

純 資 産 合 計 114,495

合 計 480,546 合 計 480,546



― 48 ―

連 結 損 益 計 算 書
(20222023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

費 用 の 部 収 益 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

百万円 百万円
営 業 費 用 271,924 営 業 収 益 223,517

電 気 事 業 営 業 費 用 257,588 電 気 事 業 営 業 収 益 207,947
そ の 他 事 業 営 業 費 用 14,335 そ の 他 事 業 営 業 収 益 15,569
営 業 損 失 (48,406)

営 業 外 費 用 1,699 営 業 外 収 益 1,306
支 払 利 息 1,123 受 取 配 当 金 213
社 債 発 行 費 273 受 取 利 息 1
そ の 他 302 投 資 有 価 証 券 売 却 益 144

物 品 売 却 益 182
持分法による投資利益 353
そ の 他 411

当 期 経 常 費 用 合 計 273,623 当 期 経 常 収 益 合 計 224,824

当 期 経 常 損 失 48,799

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 48,799

法 人 税 等 △3,489
法 人 税 等 1,040
法 人 税 等 調 整 額 △4,530

当 期 純 損 失 45,309

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 147

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 45,457
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連結株主資本等変動計算書
(20222023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本 そ の 他 の
包 括 利 益 累 計 額

非支配株主
持 分

純 資 産
合 計

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 7,586 7,223 147,493 △5,394 156,909 2,062 38 474 2,574 1,803 161,287

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △1,632 △1,632 △1,632

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △45,457 △45,457 △45,457

自己株式の取得 △1 △1 △1

自己株式の処分 △0 0 0 0

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 54 54 54

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
( 純 額 )

378 △0 △214 162 80 243

当連結会計年度変動額合計 － 54 △47,090 △0 △47,035 378 △0 △214 162 80 △46,792

当連結会計年度末残高 7,586 7,278 100,403 △5,395 109,873 2,440 37 259 2,737 1,884 114,495
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連 結 注 記 表
(20222023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 12社

（2）連結子会社の名称
㈱沖電工、沖電企業㈱、沖縄プラント工業㈱、沖縄電機工業㈱、沖電開発㈱、沖電グローバルシステ

ムズ㈱、㈱沖縄エネテック、沖縄新エネ開発㈱、㈱沖設備、ＦＲＴ㈱、㈱プログレッシブエナジー、㈱
リライアンスエナジー沖縄

（3）非連結子会社の名称
㈲キューテック、シードおきなわ合同会社、㈱おきでんCplusC、ティーダエナジーおきなわ合同会

社
連結の範囲から除外した非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）の規模等からみて、連結範囲から除いても連結計算書類に及ぼす影響に
重要性が乏しい。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社の数 該当なし
（2）持分法を適用した関連会社の数 １社
（3）持分法を適用した関連会社の名称

OTNet㈱
（4）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

非連結子会社
㈲キューテック、シードおきなわ合同会社、㈱おきでんCplusC、ティーダエナジーおきなわ合同会

社
関連会社
㈱がんじゅう、㈱ネクステムズ

持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響に重要性が乏しい。
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３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法

② 棚卸資産
主として月総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として法人税法に規定する耐用年数に基づく定額法
② 無形固定資産（リース資産を除く）

主として法人税法に規定する耐用年数に基づく定額法
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とする定額法

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社及び連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用して
いたが、当連結会計年度より定額法に変更している。
沖縄エリアにおいては、人口や観光客数の増加を背景とした電力需要の増加が見込まれるものの、

人口増の鈍化や節電・省エネの進展等に伴い、電力需要は、かつての高い伸びは期待できず、安定的
に推移する見込みである。
また、電力システム改革により、発電、小売電気事業においては、自由化の進展により競争環境下

におかれることで、効率的・安定的な事業運営が求められる。一般送配電事業においても同様に、効
率的・安定的な事業運営により、安定供給に資する役割が期待されている。
以上のような経営環境の変化に対応し、発電設備については、現在保有しているそれぞれの電源の

特性を踏まえた安定的な稼働に努めることとしており、長期に亘る安定供給が図れるよう発電設備全
般の維持・管理の投資が中心となることが見込まれる。
また、送配電設備については、高経年化設備の更新による設備機能維持を目的とした投資が中心と

なることが見込まれ、安定的な設備の利用が見込まれている。
このような設備投資の方向性を踏まえ、2022年度を開始年度とする中期経営計画においては、適

正かつ効率的な設備維持・構築を、電力の安定供給に資する設備投資の基本的な考え方と位置付けて
いる。
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こうした状況を踏まえ、当社及び一部の連結子会社設備の今後の使用実態をより適切に連結計算書
類に反映する方法として、耐用年数にわたり均等に費用配分を行う定額法が、減価償却方法として合
理的であると判断したものである。
この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の経常損失及び税金等調整前当期純損失が

それぞれ4,668百万円減少している。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
（4）重要な収益及び費用の計上基準

収益認識に関する会計基準を適用している。
電気料金等に係る収益の認識基準については、電気事業会計規則に基づく検針日基準を適用し、毎月

の検針により計量される電気使用量から電灯・電力料を計上している。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

為替予約取引についてヘッジ会計を適用している。
イ．ヘッジ会計の方法

為替予約取引は振当処理によっている。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建取引

ハ．ヘッジ方針
為替リスク…外貨建取引について為替予約取引を行い、円貨額を確定している。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法
振当処理によっている為替予約取引については、有効性の評価を省略している。

② 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっている。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

率法により、翌連結会計年度から費用処理することとしている。
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ハ．小規模企業等における簡便法の採用
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。
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【会計方針の変更に関する注記】
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指
針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を
将来にわたって適用することとした。
なお、連結計算書類に与える影響はない。

【表示方法の変更に関する注記】
（連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めていた「社債発行費」（前連結会計年度44百
万円）および営業外収益の「その他」における「投資有価証券売却益」（前連結会計年度－百万円）に
ついては、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記している。
また、前連結会計年度において区分掲記していた営業外収益の「固定資産売却益」（当連結会計年度

113百万円）については、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表
示している。

【会計上の見積りに関する注記】
（繰延税金資産の回収可能性）

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 15,856百万円
（うち税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産） （4,963百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の計上においては、中期経営計画等に基づく将来の課税所得の見積りにより、回収可能

と判断した部分について繰延税金資産を計上している。
当該見積りについては、主要な仮定として販売電力量の予測、燃料費や他社購入電力料などの見通し

が含まれるが、主要な仮定に変更が生じた場合、繰延税金資産の回収可能性に影響を与える可能性があ
る。
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【連結貸借対照表に関する注記】
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）当社の総財産は、社債及び沖縄振興開発金融公庫からの借入金の一部について一般担保に供している。

社債（１年以内に償還すべき金額を含む） 105,000百万円
沖縄振興開発金融公庫借入金（１年以内に返済すべき金額を含む） 64,711百万円

（2）一部の連結子会社の資産は、金融機関等からの借入金の担保に供している。
担保に供している資産
その他の固定資産 2,559百万円
リース債権 1,845百万円

上記資産を担保としている債務
長期借入金（１年以内に返済すべき金額を含む） 3,955百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 710,581百万円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 56,927,965株

２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2022年６月29日
定時株主総会 普通株式 1,632百万円 30円 2022年３月31日 2022年６月30日

（注）2022年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が保
有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれている。
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、電気事業等を行うための設備投資と債務償還などに必要な資金を、主に金融機関から
の長期借入や社債発行により調達している。また、短期的な運転資金を銀行借入やコマーシャル・ペーパ
ー発行により調達している。
長期投資のうちその他有価証券は、主に株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握してい

る。
受取手形及び売掛金は、主に電気料金によるものであり、継続的に顧客ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、債権の確保または保全のための手段を講じ、回収懸念の早期把握や軽減に努めている。
有利子負債の大部分が固定金利によるものであるため、金利変動の影響は限定的である。
デリバティブ取引は、一部の外貨建取引に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約

取引を行っており、執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っている。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

る。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

資 産
（1）長期投資（※３）

その他有価証券 5,167 5,167 －
負 債
（2）社債 135,000 133,545 △1,455
（3）長期借入金 147,007 146,841 △166
（4）デリバティブ取引（※２） 51 51 －
（※１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「短期借入金」、「支払手形及び買掛金」、「未払税金」につい

ては現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して
いる。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示している。
（※３）以下の金融商品は市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「（１）長期投資 その他有価証券」には含めていな
い。
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 2,580
有限責任組合への出資 383

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下の３つのレベル

に分類している。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定された時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットにより算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期投資
その他有価証券
株式 5,167 － － 5,167

資産計 5,167 － － 5,167
デリバティブ取引 － 51 － 51

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債 － 133,545 － 133,545
長期借入金 － 146,841 － 146,841

負債計 － 280,386 － 280,386
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期投資
その他有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価している。上場株式は活発な市場で取引されているためその時価
をレベル１の時価に分類している。

社債
当社の発行する社債は主に市場価格（売買参考統計値）に基づき算定しており、市場での取引頻度

が低く、活発な市場における相場価格と認められないため、その価値をレベル２の時価に分類してい
る。

長期借入金
長期借入金の一部で変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳

簿価額とほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっている。
固定金利によるものは、当該長期借入金の元利金の合計額を同様の新規借入において想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類している。

デリバティブ取引
店頭取引のデリバティブについては取引金融機関より提示された時価によっており、外国為替相場

等のインプットを用いた将来キャッシュ・フローの割引現在価値により算定されており、レベル２の
時価に分類している。
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【収益認識に関する注記】
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりである。
（単位：百万円）

報告セグメント その他
（注１） 合計 調整額 連結計算書類

計上額電気事業 建設業
電気事業営業収益 209,843 － － 209,843 △1,895 207,947
その他事業営業収益 3,539 24,200 31,992 59,732 △44,162 15,569

計 213,383 24,200 31,992 269,576 △46,058 223,517
（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機械設備の受託運転、

不動産業などの事業を含んでいる。
２．「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基づく施策である「電気・ガス価格激変緩和

対策事業」により受領した補助金が、電気事業の「電気事業営業収益」に3,600百万円、その他の
「その他事業営業収益」に59百万円含まれている。なお、当該補助金以外の顧客との契約以外の源泉
から生じた収益の額に重要性はないため、顧客との契約から生じる収益との区分表示はしていない。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループの主要な事業における履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであ
る。

電気事業
電気事業（発電事業、一般送配電事業、小売電気事業）を営んでおり、沖縄県を供給地域とし、お客さ

まに電気を供給している。
特定小売供給約款などに基づき電気をお客さまへ供給する義務を負っている。
電気契約の期間は、契約が成立した日から、料金適用開始の日以降１年目までとなる。また、お客さま

の申し出がないかぎり、契約は１年ごとに同じ内容で継続される。
電気の供給は、契約期間にわたり継続して行われるため、料金回収の観点から一定の期間（通常１か

月）を区切って使用量を確定させたうえで、その期間ごとに料金の請求を行っている。使用量の確定につ
いては、分散検針を行っており、会計上、毎月、日々に実施する計量により確認したお客さまの使用量に
基づき収益を計上している。
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【一株当たり情報に関する注記】
一株当たり純資産額 2,073円44銭
一株当たり当期純損失 836円98銭
（注１）一株当たり純資産額の算定上、「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式を、期末

発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当連結会計年度末において
「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する自己株式数は100,000株である。

（注２）一株当たり当期純損失の算定上、「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式を、期
中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当連結会計年度において「株
式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する期中平均自己株式数は100,000株である。

【その他の注記】
１．連結計算書類の用語、様式及び作成方法については、「会社計算規則」に準拠し、改正後の「電気事業会

計規則」に準じて作成している。
２．業績連動型株式報酬制度

当社は、取締役（社外取締役を除く。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝
Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」という。）を導入している。

（1）取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託

を「本信託」という。）を通じて取得され、取締役（社外取締役を除く。）に対して、当社が定める役員
株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」
という。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度である。
なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となる。

（2）信託口に残存する自社の株式
信託口に残存する当社株式を、信託口における帳簿価額（付随費用の金額除く。）により純資産の部

に自己株式として計上している。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は144百万円、株
式数は100,000株である。

３．「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基づき実施される「電気・ガス価格激変緩和対策
事業」により、国が定める値引き単価による電気・ガス料金の値引きを行っており、その原資として受領
する補助金を「電気事業営業収益」に3,600百万円、「その他事業営業収益」に59百万円に計上している。
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

百万円 百万円
固 定 資 産 381,594 固 定 負 債 281,025
電 気 事 業 固 定 資 産 312,229 社 債 135,000
汽 力 発 電 設 備 84,774 長 期 借 入 金 116,593
内 燃 力 発 電 設 備 19,873 リ ー ス 債 務 16,689
新エネルギー等発電設備 227 関 係 会 社 長 期 債 務 3,584
送 電 設 備 59,155 退 職 給 付 引 当 金 8,207
変 電 設 備 43,436 雑 固 定 負 債 950
配 電 設 備 90,537
業 務 設 備 13,667 流 動 負 債 68,448
休 止 設 備 10 １年以内に期限到来の固定負債 17,570
貸 付 設 備 545 短 期 借 入 金 2,000

附 帯 事 業 固 定 資 産 161 買 掛 金 9,941
事 業 外 固 定 資 産 1,320 未 払 金 5,109
固 定 資 産 仮 勘 定 35,044 未 払 費 用 4,799
建 設 仮 勘 定 35,044 未 払 税 金 1,069
除 却 仮 勘 定 0 預 り 金 395

投 資 そ の 他 の 資 産 32,838 関 係 会 社 短 期 債 務 11,926
長 期 投 資 7,893 諸 前 受 金 12,888
関 係 会 社 長 期 投 資 11,751 雑 流 動 負 債 2,745
長 期 前 払 費 用 724 負 債 合 計 349,474
繰 延 税 金 資 産 9,836
前 払 年 金 費 用 2,659 株 主 資 本 89,317
貸 倒 引 当 金（貸方） △27 資 本 金 7,586

資 本 剰 余 金 7,141
資 本 準 備 金 7,141

流 動 資 産 59,665 利 益 剰 余 金 79,984
現 金 及 び 預 金 10,031 利 益 準 備 金 964
売 掛 金 9,223 そ の 他 利 益 剰 余 金 79,019
諸 未 収 入 金 14,355 別 途 積 立 金 105,000
貯 蔵 品 19,116 繰 越 利 益 剰 余 金 △25,980
前 払 費 用 145 自 己 株 式 △5,395
関 係 会 社 短 期 債 権 987
雑 流 動 資 産 5,901 評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,468
貸 倒 引 当 金（貸方） △96 その他有価証券評価差額金 2,431

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 37

純 資 産 合 計 91,786
合 計 441,260 合 計 441,260
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損 益 計 算 書
(20222023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

費 用 の 部 収 益 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

百万円 百万円
営 業 費 用 263,965 営 業 収 益 213,383
電 気 事 業 営 業 費 用 260,586 電 気 事 業 営 業 収 益 209,843
汽 力 発 電 費 123,873 電 灯 料 78,603
内 燃 力 発 電 費 25,552 電 力 料 92,859
新エネルギー等発電費 106 他 社 販 売 電 力 料 24,791
他 社 購 入 電 力 料 60,790 託 送 収 益 7,991
送 電 費 6,166 電 気 事 業 雑 収 益 5,597
変 電 費 4,665
配 電 費 15,690
販 売 費 6,341
休 止 設 備 費 55
貸 付 設 備 費 8
一 般 管 理 費 12,649
電 源 開 発 促 進 税 2,978
事 業 税 1,710
電力費振替勘定（貸方） △2

附 帯 事 業 営 業 費 用 3,379 附 帯 事 業 営 業 収 益 3,539
ガス供給事業営業費用 3,324 ガス供給事業営業収益 3,407
その他附帯事業営業費用 54 その他附帯事業営業収益 132

営 業 損 失 (50,582)

営 業 外 費 用 1,428 営 業 外 収 益 1,765
財 務 費 用 1,335 財 務 収 益 583
支 払 利 息 1,062 受 取 配 当 金 547
社 債 発 行 費 273 受 取 利 息 35

事 業 外 費 用 92 事 業 外 収 益 1,182
固 定 資 産 売 却 損 20 固 定 資 産 売 却 益 102
雑 損 失 72 有 価 証 券 売 却 益 738

雑 収 益 341
当 期 経 常 費 用 合 計 265,394 当 期 経 常 収 益 合 計 215,148
当 期 経 常 損 失 50,245
税 引 前 当 期 純 損 失 50,245
法 人 税 等 △4,310

法 人 税 等 6
法 人 税 等 調 整 額 △4,317

当 期 純 損 失 45,934
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株主資本等変動計算書
(20222023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：百万円)
株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

評価・換算
差額等合計資 本

準 備 金
利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰 余 金
合 計

原 価
変 動
調整積立金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

当事業年度
期 首 残 高 7,586 7,141 964 9,000 105,000 12,586 127,551 △5,394 136,885 2,060 38 2,098 138,984

当事業年度
変 動 額
原価変動
調整積立金
の 取 崩

△9,000 9,000 － － －

別途積立
金の積立 －

剰余金の配当 △1,632 △1,632 △1,632 △1,632

当 期
純 損 失 △45,934 △45,934 △45,934 △45,934

自己株式
の 取 得 △1 △1 △1

自己株式
の 処 分 △0 △0 0 0 0

株主資本
以外の項
目の当該
事業年度
変 動 額
（純額）

370 △0 369 369

当事業年度
変動額合計 － － － △9,000 － △38,567 △47,567 △0 △47,567 370 △0 369 △47,198

当事業年度
末 残 高 7,586 7,141 964 － 105,000 △25,980 79,984 △5,395 89,317 2,431 37 2,468 91,786
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個 別 注 記 表
(20222023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法

（2）棚卸資産
燃料及び一般貯蔵品 月総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
特殊品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

法人税法に規定する耐用年数に基づく定額法
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

法人税法に規定する耐用年数に基づく定額法
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とする定額法

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)
従来、当社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用していたが、当事業年度より定額

法に変更している。
沖縄エリアにおいては、人口や観光客数の増加を背景とした電力需要の増加が見込まれるものの、人

口増の鈍化や節電・省エネの進展等に伴い、電力需要は、かつての高い伸びは期待できず、安定的に推
移する見込みである。

また、電力システム改革により、発電、小売電気事業においては、自由化の進展により競争環境下に
おかれることで、効率的・安定的な事業運営が求められる。一般送配電事業においても同様に、効率
的・安定的な事業運営により、安定供給に資する役割が期待されている。

以上のような経営環境の変化に対応し、発電設備については、現在保有しているそれぞれの電源の特
性を踏まえた安定的な稼働に努めることとしており、長期に亘る安定供給が図れるよう発電設備全般の
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維持・管理の投資が中心となることが見込まれる。
また、送配電設備については、高経年化設備の更新による設備機能維持を目的とした投資が中心とな

ることが見込まれ、安定的な設備の利用が見込まれている。
このような設備投資の方向性を踏まえ、2022年度を開始年度とする中期経営計画においては、適正か

つ効率的な設備維持・構築を、電力の安定供給に資する設備投資の基本的な考え方と位置付けている。
こうした状況を踏まえ、当社設備の今後の使用実態をより適切に計算書類に反映する方法として、耐

用年数にわたり均等に費用配分を行う定額法が、減価償却方法として合理的であると判断したものであ
る。

この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の経常損失及び税引前当期純損失がそれぞれ
4,725百万円減少している。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（2）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっている。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率
法により、翌事業年度から費用処理することとしている。
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４．収益及び費用の計上基準
収益認識に関する会計基準を適用している。
電気料金等に係る収益の認識基準については、電気事業会計規則に基づく検針日基準を適用し、毎月の

検針により計量される電気使用量から電灯・電力料を計上している。

５．その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項
（1）ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法
為替予約取引は振当処理によっている。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建取引

③ ヘッジ方針
為替リスク…外貨建取引について為替予約取引を行い、円貨額を確定している。

④ ヘッジ有効性評価の方法
振当処理によっている為替予約取引については、有効性の評価を省略している。

（2）退職給付に係る会計処理の方法
計算書類において、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の貸借対照表における会計処理の方法が

連結計算書類と異なっている。
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【会計方針の変更に関する注記】
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時
価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適
用することとしている。
なお、当計算書類に与える影響はない。

【表示方法の変更に関する注記】
（損益計算書）

当事業年度に発生した「有価証券売却益」は、金額的重要性が高いため、当事業年度より「営業外収益」
に区分掲記している。
前事業年度に区分掲記していた営業外収益の「物品売却益」は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度

より「営業外収益」の「雑収益」に含めて表示している。
また、前事業年度に区分掲記していた「心線賃貸事業営業収益」および「心線賃貸事業営業費用」は、金

額的重要性が乏しいため、当事業年度より「その他附帯事業営業収益」および「その他附帯事業営業費用」
にそれぞれ含めて表示している。

【会計上の見積りに関する注記】
（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 9,836百万円
(うち税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産) (4,963百万円)

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。
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【貸借対照表に関する注記】
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

当社の総財産は、社債及び沖縄振興開発金融公庫からの借入金の一部について一般担保に供している。
社債（１年以内に償還すべき金額を含む） 105,000百万円
沖縄振興開発金融公庫借入金（1年以内に返済すべき金額を含む） 64,711百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 712,814百万円

３．偶発債務
（1）連帯保証債務

広告代理店契約に基づき発生した債務に対する連帯保証債務
沖電企業㈱ 4百万円

事業用定期借地権設定契約に基づき発生した債務に対する連帯保証債務
沖電開発㈱ 233百万円

（2）保証予約
以下の会社の金融機関からの借入金に対する保証債務
沖縄新エネ開発㈱ 1,168百万円
ＦＲＴ㈱ 197百万円
㈱プログレッシブエナジー 609百万円
㈱リライアンスエナジー沖縄 772百万円

４．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
長期金銭債権 8,696百万円
短期金銭債権 906百万円
長期金銭債務 3,584百万円
短期金銭債務 11,994百万円

５．附帯事業に係る固定資産の金額
心線賃貸事業 専用固定資産 72百万円

他事業との共用固定資産の配賦額 49百万円
合計額 122百万円

ガス供給事業 専用固定資産 88百万円
他事業との共用固定資産の配賦額 393百万円
合計額 482百万円
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【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高
営業取引による取引高 費用 22,014百万円

収益 5,948百万円
営業取引以外の取引高 468百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 2,616,868株

（注）当事業年度の末日における自己株式の数には、「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式
100,000株が含まれている。

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 14,492百万円
減価償却費償却超過額 3,056百万円
退職給付引当金 1,524百万円
未払費用 506百万円
未払賞与 397百万円
委託費等 132百万円
その他 792百万円

繰延税金資産小計 20,902百万円
評価性引当額 △9,864百万円
繰延税金資産合計 11,038百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △905百万円
土地評価益 △281百万円
その他 △14百万円

繰延税金負債合計 △1,201百万円
繰延税金資産の純額 9,836百万円
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【関連当事者との取引に関する注記】
子会社等

属 性 会社等の名称
議決権等の
所 有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額
（百万円） 科 目 期 末 残 高

（百万円）

子会社 ㈱ 沖 電 工
所有
直接
82.5%

電気工事の委託
役員の兼任
３名

配電建設工事
の委託等
（注１）

9,662
（注２）

関係会社
短期債務

4,136
（注２）

子会社 沖電開発㈱
所有
直接
100.0%

資金の貸借
役員の兼任
３名

資金の貸付
（注３） 1,488 関係会社

長期投資 8,616

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）一般と同様の取引条件により、市場価格等を勘案し、契約している。
（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
（注３）市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。

【収益認識に関する注記】
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結注記表「収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。

【一株当たり情報に関する注記】
一株当たり純資産額 1,690円00銭
一株当たり当期純損失 845円76銭
（注１）一株当たり純資産額の算定上、「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式を、期末

発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当事業年度末において「株
式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する自己株式数は100,000株である。

（注２）一株当たり当期純損失の算定上、「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式を、期
中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当事業年度において「株式給
付信託（BBT）」に係る信託口が保有する期中平均自己株式数は100,000株である。
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【その他の注記】
１．計算書類の用語、様式及び作成方法については、改正後の「電気事業会計規則」に基づき作成している。
２．当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する業績連動型株式報酬制度については、連結注記表「その他

の注記（２．業績連動型株式報酬制度）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。
３．「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基づき実施される「電気・ガス価格激変緩和対策

事業」により、国が定める値引き単価による電気料金の値引きを行っている。この結果、「電灯料」が
2,285百万円減少、「電力料」が1,312百万円減少しており、その原資として受領する補助金3,597百万円
を「電気事業雑収益」に計上している。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年５月16日
沖縄電力株式会社

取 締 役 会 御 中
有限責任監査法人トーマツ

那覇事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 澤 啓
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 濵 村 正 治

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、沖縄電力株式会社の2022年4月1日から2023年3月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、沖縄電力株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

強調事項
会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、従来、会社及び連

結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用していたが、当連結会計年度の期
首より定額法に変更している。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年５月16日
沖縄電力株式会社

取 締 役 会 御 中
有限責任監査法人トーマツ

那覇事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 澤 啓
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 濵 村 正 治

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、沖縄電力株式会社の2022年4月1日から2023年

3月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

強調事項
会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、従来、会社は、有

形固定資産の減価償却方法について、定率法を採用していたが、当事業年度の期首より定額法に変更してい
る。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に基づき、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年11月16日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月18日
沖縄電力株式会社 監査役会
常任監査役（常勤) 恩 川 英 樹 ㊞
常任監査役（常勤) 小 橋 川 健 二 ㊞
監 査 役（社外監査役） 阿 波 連 光 ㊞
監 査 役（社外監査役） 金 城 盛 彦 ㊞
監 査 役（社外監査役） 古 荘 み わ ㊞
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